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] 入札説明書の交付場所及び交付方法
〒150`8001 東京都渋谷区神南２`２`１
日本放送協会経理局調達管理部 担当：福
士 平成23年６月９日から平成23年７月28日
までの土曜日、日曜日、祝日を除く毎日10時
から12時、13時から17時まで。交付にあたっ
てはＮＨＫホームページ「調達のページ
http://www.nhk.or.jp/chotatsu」入札情報に
掲載している「ニュース字幕用リアルタイム
音声認識システムの整備」誓約書に記入・押
印のうえ持参すること。
なお、入札説明書の交付のため交付場所へ
来訪する際は、事前に電話（ТＥＬ03`

5455`5520まで）連絡すること。
^ 入札説明会の日時及び場所 平成23年６月
28日14時00分 日本放送協会 放送センター
0440会議室 また、入札説明会に参加する
場合は、平成23年６月27日15時までに下記
E-mailにて事前に申し込みを必要とする。
（１社につき２名まで）

E-mail：m07502-kokusai@li.nhk.or.jp

メールの件名は、【国際調達：説明会参
加】：〇〇〇2011`１`15 〇〇〇に会社名
を表記すること。

_ 入札書の受領期限 平成23年７月29日15時
` 開札日時及び場所 平成23年８月22日11時
日本放送協会放送センター 入札室

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に記載した
書類を指定した期限までに提出しなければな
らない。提出された書類等を審査の結果、み
とめられた者に限り入札に参加できる。入札
者は、開札日の前日までの間において、調達
担当者から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

` 落札者の決定 予定価格の制限の範囲内で
あり、入札説明書等で指定する性能等の要求
要件をすべて満たしている提案をした入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者とする。

a 手続きにおける交渉の有無 無。
b 詳細は入札説明書等による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takashi Fukui Director

General of Financial Department Japan

Broadcasting Corporation

] Classification of the products to be Pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Development, production, set-

ting and maintenance of real time speech

recognition system for captioned news 1 set

_ Delivery period : March 22, 2012

` Delivery place : Place(s) specified by Di-

rector General of Financial Department Ja-

pan Broadcasting Corporation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who have applied and been listed in

the permanent list of qualified suppliers

b Time-limit for tender : 15 : 00 July 29,

2011

c Contact point for the notice : Purchasing

& Supplies Division, Financial Department,

Japan Broadcasting Corporation 2`1,

Jinnan 2 chome, Shibuya-ku Tokyo 150`

8001 Japan. TEL 03`5455`5520 FAX 03`

5455`2110

入札公告の訂正

平成 23年６月９日
国立大学法人旭川医科大学長 吉田 晃敏

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 01

１ 掲載日 平成23年５月30日（号外政府調達第
98号）
２ 訂正内容 13ページ中４段目掲載の「入札公
告」第１号中、２の]「物品の販売」を「物品
の製造」に、^の「購入物品に係る迅速なアフ
ターサービス・メンテナンスの体制が整備され
ていることを証明した者であること。」を「製造
物品に関する研究体制及び迅速なアフターサー
ビス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。」に、_を削除し、
`を_に、aを`に、３の^の「平成23年６月

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年６月９日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 下保 修

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 圏央道江戸崎橋上部その２工事
（電子入札対象案件）

^ 工事場所 茨城県稲敷市江戸崎地先
_ 工事内容
渡河部：鋼４径間連続少数鈑桁橋
橋長 Ｌ＝176•2N

支間長 Ｌ＝ 36•25N＋２＠ 51•1N＋
36•25N

幅員 10•5N

陸上部：鋼８径間連続少数鈑桁橋
橋長 Ｌ＝304•0N

支間長 Ｌ＝８＠38N、幅員 10•5N

工場製作工 約880ｔ
工場塗装工 約8¶600fl

工場製品輸送工 １式、架設工 １式
支承工 １式、合成床版工 約5¶500fl

橋梁付属物工 １式、仮設工 １式
` 工期 契約締結の翌日から平成24年12月28

日まで。
a 使用する主要な資機材 鋼材 約880ｔ
b 本工事は、入札時にＶＥ提案として「上部
工架設時の品質管理に係わる具体的な工夫」
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」を求め、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する入札時ＶＥ（総
合評価落札方式）の試行工事である。また、
品質確保のための体制その他の施工体制の確
保状況を確認し、施工内容を確実に実現でき
るかどうかについて審査し、評価を行う施工
体制確認型総合評価落札方式の試行工事であ
る。また、本工事は、契約締結後に施工方法
等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行
工事である。

c 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。

d 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。

e 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）

Ĉ 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65

点未満であった場合、当該工事成績評定通知
書の通知月から起算して１年間に行われる関
東地方整備局（港湾空港関係を除く。）の発注
する工事の入札において、総合評価落札方式
の加算点等を減ずる試行対象工事である。た
だし、事故減点は原則適用外とする。

D̂ 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局が発注し完成した工
事がある者に対して、現場代理人と監理技術
者の兼務を認めないこととする試行対象工事
である。なお、５．cで定める監理技術者と
は別に配置する技術者とも兼務を認めない。

Ê 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札調査時の重点調査の
内容が著しく乖離した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を行
い、乖離理由を検討したうえで場合によって
は工事成績評定を減ずる試行対象工事であ
る。なお、工事コスト調査の内訳については、
工事コスト調査終了後関東地方整備局又は常
総国道事務所のホームページにより公表す
る。

10日」を「平成23年６月17日」に、５のaＢ
「sales of product」を「manufacture of prod-

uct」に、「Ｄ」を削除し、「Ｅ」を「Ｄ」に、「Ｆ」
を「Ｅ」にそれぞれ訂正します。
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